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根室地域における災害時の円滑な燃料供給体制
「根室モデル」の整備と当局における今後の取組

〜⾃治体と⽯油販売業者との連携促進による災害対応⼒強化〜



１．背景
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○2018年9⽉6⽇に北海道胆振東部地震が発⽣。道内全域がブラックアウト。
○病院等の重要施設では⾮常⽤発電機の燃料がひっ迫するなどの事態。
○さらに、⼀部地域のガソリンスタンドには⻑い⾞列が発⽣。

○暖房⽤燃料の灯油依存度が⾼い。
○広⼤な⼟地に⽣活圏が分散されており、燃料輸送に時間を要する。
○暴⾵雪や積雪により渋滞や通⾏⽌めが発⽣。

⇒厳冬期においては、⼈命等に影響を与える⼆次被害の懸念

〇ブラックアウト発⽣時に、燃料供給において様々な問題が⽣じたことに加え、厳冬期災害における被
害拡⼤リスクを想定し、関係機関が⼀堂に会して「災害時における円滑な燃料供給体制実現に向けた
検討会」を2018年度に全３回開催。

〇燃料供給に係る各関係機関が災害への強靭化を図るとともに、連携した供給体制の確⽴が重要と結論。

＜ブラックアウトの発⽣＞

＜厳冬期における⼆次被害の懸念＞

＜災害時における円滑な燃料供給体制実現に向けた検討＞

〇北海道胆振東部地震を踏まえて、災害対応における課題整理と改善⽅策を検討



２．現在の重要施設(※)への災害時燃料供給体制とその課題

＜留意事項＞
・①〜③により燃料供給が⾏われる場合であっても、道路網の復旧状況や輸送⼿段の確保状況等により、配送に時間を要する可能性がある。
・燃料が届くまでの間、各重要施設や⾃ら備蓄しておいた燃料を活⽤し、業務継続を⾏う必要がある。（備蓄は３⽇以上を推奨）

※「重要施設」とは、災害拠点病院、災害対策本部となる官公庁舎、防災関連施設、部隊の救助活動拠点その他の被災地⽅公共団体が災害応急対策の実施のために不可⽋と判
断する施設。

重要施設に対する燃料供給の流れ
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〇災害時、⾃⼒での燃料調達が困難な場合には、道や国に燃料供給要請を⾏う。
○しかし、広⼤かつ⽣活圏が分散する北海道において、地域単位での燃料供給体制が必要。

（出典：災害時燃料供給の円滑化のための⼿引き（経済産業省））

ブラックアウトの経験から明らかになった
燃料供給の課題

〇締結している災害時協定
先の連絡先がわからない。
＜燃料要請先の確認が不⼗分＞

〇燃料供給協定先への要請
集中による供給遅延。
＜全道域からの要請対応に限界＞

〇複数の⽯油販売業者へ要
請した結果、配送中に
キャンセルが発⽣するな
ど、燃料供給体制が混乱。
＜地域の燃料供給体制が未整備＞



【根室モデル導⼊後における重要施設に対する燃料供給の流れ】

北海道⽯油商業組合等
(道の災害時協定)

⽯油販売業者
(組合等の会員企業)

②(地域での対応不可)
北海道レベルでの燃料供給

国

全国⽯油商業組合連合会

⽯油精製
・元売等

③(北海道での対応不可)
国レベルでの燃料供給

※⽮印は要請の流れ

※根室モデルにおける「重要施設」とは、従来の重要施設 (災害拠点病院・庁舎・避難所等）のほか、⼩規模の上下⽔道や⺠間の医療・福祉施設、へき地の
⼩規模避難所など、⾃治体が地域経済の維持や復旧・復興に必要と考えらえる施設も含める。
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北海道の災害対策本部

根室管内⽯油販売業者等
（根室モデル参画事業者）

根室管内
重要施設

（根室市、別海町、
中標津町、標津町、

羅⾅町）

根室管内
重要施設

(根室市、別海町、中標
津町、標津町、羅⾅町)

【施設レベル】

【地域単位】
根室管内⽯油販売業者等

（根室モデル参画事業者）

【北海道レベル】

【国レベル】
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【根室モデルの位置づけ】

３．根室モデル 〜地域単位での災害時における円滑な燃料供給体制の構築〜
〇根室管内（根室市、別海町、中標津町、標津町、羅⾅町）の⾃治体と⽯油販売業者が連携し、地域内の重要施設(※)に対する災

害時の円滑な燃料供給体制「根室モデル」を全国に先駆けて構築。
〇地域に密着した⽯油販売業者が、災害など⾮常時における円滑な燃料供給を担う。

〇根室管内（根室市、別海町、中標津町、標津町、羅⾅町）の⾃治体と⽯油販売業者が連携し、地域内の重要施設(※)に対する災
害時の円滑な燃料供給体制「根室モデル」を全国に先駆けて構築。

〇地域に密着した⽯油販売業者が、災害など⾮常時における円滑な燃料供給を担う。

新
規
取
組



４．根室モデルの概要

4

【参画団体】
釧根⽯油業協同組合所属

根室⽀部
別海⽀部
中標津⽀部
標津⽀部(羅⾅地域含む)

平時から、住所や連絡先、油種、タンク容量、⾮常
⽤発電機の有無、エネルギー設備の連続稼働時間等

を共有

根室モデル
参画事業者

庁舎・避難所
医療施設
介護・福祉施設
上下⽔道
消防施設
教育施設 等

根室管内
重要施設

①燃料供給の要請
（燃料の在庫量と燃料枯渇時期を連絡）

②⽯油販売業者が連携して燃料を供給

【根室モデルの運⽤イメージ】

○地域における重要施設と⽯油販売業者の燃料供給に関する情報（住所や連絡先、油種、タンク容量、
⾮常⽤発電機の有無、エネルギー設備の連続稼働時間等）を共有。

〇施設ごとに、災害時の燃料供給要請を⾏う際の連絡先を整備。

○地域における重要施設と⽯油販売業者の燃料供給に関する情報（住所や連絡先、油種、タンク容量、
⾮常⽤発電機の有無、エネルギー設備の連続稼働時間等）を共有。

〇施設ごとに、災害時の燃料供給要請を⾏う際の連絡先を整備。

参画⾃治体：根室市、別海町、中標津町、標津町、羅⾅町参画⾃治体：根室市、別海町、中標津町、標津町、羅⾅町

連携
調整

根室モデル
推進会議の

開催



・重要施設の情報(住所や連絡先、油種、
タンク容量、⾮常⽤発電機の有無、
エネルギー設備の連続稼働時間等)を
共有
＜地域内の重要施設を⾒える化＞

・⽯油販売業者の情報(連絡先・ロー
リー台数、油種別の燃料備蓄量、⾮
常⽤発電機の有無等)を共有
＜地域内の供給⼒を⾒える化＞

・重要施設ごとに窓⼝事業者を設定し、
⾮常時には責任を持って重要施設へ
燃料を供給
窓⼝事業者が対応できない場合は、
参画団体がバックアップ。
＜燃料要請窓⼝の整備＞
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５．期待される効果

○北海道胆振東部地震の際に顕在化した課題を、地域の⾃治体と⽯油販売業者が連携することで克服。
○輸送時間が増⼤する厳冬期の効率的なルート構築や参画機関におけるBCPの策定・改善も期待。
○北海道胆振東部地震の際に顕在化した課題を、地域の⾃治体と⽯油販売業者が連携することで克服。
○輸送時間が増⼤する厳冬期の効率的なルート構築や参画機関におけるBCPの策定・改善も期待。

災害を踏まえた課題 根室モデル 期待される直接的な効果

期待される間接的な効果

事前の情報共有を通じて、要請時の連絡先
を明確にするとともに、要請時の情報量を
削減することで、情報の錯綜や供給遅延を
回避。

事前の情報共有を通じて、要請時の連絡先
を明確にするとともに、要請時の情報量を
削減することで、情報の錯綜や供給遅延を
回避。

⽯油販売業者は、災害時における要請先が
想定できることで、厳冬期でも効率的な輸
送ルートの構築が可能。

⽯油販売業者は、災害時における要請先が
想定できることで、厳冬期でも効率的な輸
送ルートの構築が可能。

施設ごとに燃料要請窓⼝を整備することで、
多重要請を回避するとともに、参画団体が
バックアップすることで災害時においても
円滑な燃料供給を実現。

施設ごとに燃料要請窓⼝を整備することで、
多重要請を回避するとともに、参画団体が
バックアップすることで災害時においても
円滑な燃料供給を実現。

⾃治体や⽯油販売業者は、地域における重
要施設・優先度と⽯油製品の供給⼒が把握
でき、ＢＣＰの策定・改善が可能。

⾃治体や⽯油販売業者は、地域における重
要施設・優先度と⽯油製品の供給⼒が把握
でき、ＢＣＰの策定・改善が可能。

〇締結している災害時
協定先の連絡先がわ
からない。

〇燃料供給協定先への
要請集中による供給
遅延。

〇複数の⽯油販売業者
へ要請した結果、配
送中にキャンセルが
発⽣するなど、燃料
供給体制が混乱。
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６．根室モデル参画機関における今後の取組
○より実効性のある体制としていくためには、⾃治体と⽯油販売業者双⽅においては、

以下のような取組を平時から継続的に実施することが重要。
○より実効性のある体制としていくためには、⾃治体と⽯油販売業者双⽅においては、

以下のような取組を平時から継続的に実施することが重要。

◯燃料供給に必要な連絡先や設備情報などの定期的な更新

◯参画事業者の拡⼤

◯根室モデル推進会議の運営

◯災害を想定した訓練の実施

◯停電時でも事業継続が可能なＳＳなどの⽣活関連施設の情報発信

◯ＳＳや重要施設への燃料タンクや⾮常⽤発電機の設置検討
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７．当局における取組実績と今後の予定 〜根室モデル関係〜

○根室モデルを実効性のある取組とするため、実施主体となる推進会議を設置。
○今後、根室管内の⾃治体と⽯油販売業者による根室モデルの取組を当局も積極的に⽀援。
○根室モデルを実効性のある取組とするため、実施主体となる推進会議を設置。
○今後、根室管内の⾃治体と⽯油販売業者による根室モデルの取組を当局も積極的に⽀援。
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日

北
海
道
胆
振
東
部
地
震
及
び
道
内
全
域
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ッ
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ア
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ト
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根室モデル構築
２
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当局における今後の⽀援イメージ

〇根室管内⾃治体に対する
重要施設調査

〇根室管内⽯油販売事
業者等に対する調査

〇根室管内の⾃治体や事業
者の訪問・ヒアリング

〇調査結果
とりまとめ

〇根室管内の⾃治体や事業者との
調整

〇根室モデル
推進会議開催
調整

〇重要施設や⽯油販売事業者が活⽤可能な
補助⾦の情報発信や説明会などの開催

（当省では令和元年度補正と令和２年度当初の⽯油流通関
連予算は、約２８０億円（災害バルクや発電機導⼊、Ｓ
Ｓ過疎地対策等）を計上。）

〇根室管内の⾃治体や⽯油販売業者と連携
した災害時燃料供給訓練の実施

（当局では毎年度陸上⾃衛隊と連携し、災害時燃料供給合
同⽀援訓練を実施しており、根室モデル参画機関との連
携を検討。）

〇平時からの⾃治体と⽯油販売業者との連
携強化促進

（重要施設の多くは災害時の燃料供給協定を締結済みであ
ることから、平時からの分離・分割発注、随意契約等の
締結や拡⼤を推進。）

〇根室モデル推進会議の運営
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【参考資料】
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【参考１】根室地域で取り組む意義① 〜地震リスクが道内最⼤〜
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〇北海道最東部の「根室地域」は、震度６弱以上の発⽣確率が北海道内で最も⾼く、
全国でも４番⽬に⾼い。さらに発⽣確率が近年上昇。

〇北海道最東部の「根室地域」は、震度６弱以上の発⽣確率が北海道内で最も⾼く、
全国でも４番⽬に⾼い。さらに発⽣確率が近年上昇。

2017年版 2018年版 2017年版 2018年版
1 千葉市 85% 85% 31 福井市 13% 13%
2 横浜市 81% 82% 32 京都市 13% 13%
3 水戸市 81% 81% 33 大津市 11% 11%
4 根室（根室市） 63% 78% 34 空知（岩見沢市） 6.2% 10%
5 高知市 74% 75% 35 胆振（室蘭市） 5.0% 8.5%
6 徳島市 72% 73% 36 福岡市 8.2% 8.2%
7 日高（浦河町） 65% 70% 37 佐賀市 8.2% 8.2%
8 静岡市 69% 70% 38 秋田市 8.0% 8.1%
9 釧路（釧路市） 47% 69% 39 熊本市 7.6% 7.7%

10 津市 63% 64% 40 前橋市 7.0% 7.2%
11 高松市 62% 63% 41 福島市 6.7% 7.1%
12 奈良市 61% 61% 42 金沢市 6.5% 6.5%
13 和歌山市 58% 58% 43 仙台市 5.8% 6.1%
14 さいたま市 55% 55% 44 山口市 5.9% 5.9%
15 大阪市 56% 55% 45 青森市 5.2% 5.7%
16 大分市 56% 54% 46 長野市 5.7% 5.7%
17 甲府市 49% 50% 47 鳥取市 5.6% 5.6%
18 東京都庁 47% 48% 48 富山市 5.2% 5.2%
19 名古屋市 46% 46% 49 後志（倶知安町） 3.6% 5.1%
20 松山市 44% 45% 50 盛岡市 4.3% 4.6%
21 神戸市 45% 44% 51 山形市 3.6% 3.8%
22 宮崎市 44% 44% 52 オホーツク（網走市） 1.3% 3.7%
23 岡山市 42% 42% 53 松江市 3.7% 3.7%
24 岐阜市 27% 27% 54 長崎市 2.6% 2.6%
25 広島市 23% 23% 55 留萌（留萌市） 1.7% 1.8%
26 十勝（帯広市） 13% 22% 56 札幌市 0.92% 1.6%
27 那覇市 20% 20% 57 石狩（札幌市） 0.93% 1.6%
28 鹿児島市 18% 18% 58 渡島（函館市） 1.1% 1.5%
29 宇都宮市 13% 14% 59 檜山（江差町） 1.1% 1.1%
30 新潟市 13% 13% 60 宗谷（稚内市） 1.1% 1.1%

61 上川（旭川市） 0.38% 0.55%

震度6弱の30年超過確率
地点 地点

震度6弱の30年超過確率

⽇本における今後３０年以内に震度６弱以上
の地震発⽣確率マップ

都道府県庁所在地（北海道は振興局所在地）における今後 30 年以内に
震度 6 弱以上の地震発⽣確率（全国６１地点）

（出典）地震調査研究推進本部地震調査委員会ＨＰ（全国地震動予測地図２０１８年版（２０１９年１⽉修正版））を基に⼀部加⼯
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【参考２】根室地域で取り組む意義② 〜燃料の輸送経路が少なく、距離が⻑い〜

10

羅⾅町

根室地域１市４町
(根室市・別海町・中標津町

・標津町・羅⾅町)

中標津町

標津町

別海町
根室市

釧路市
(⽯油製品出荷基地)

〇根室地域への燃料輸送経路は限られており、特に根室市への輸送経路は限定的。
〇災害時、地域内で可能な限り燃料を供給できるようにすることが喫緊の課題。
〇特に、根室地域の⾃治体と⽯油販売業者の双⽅が、同じ問題意識を持っている。

〇根室地域への燃料輸送経路は限られており、特に根室市への輸送経路は限定的。
〇災害時、地域内で可能な限り燃料を供給できるようにすることが喫緊の課題。
〇特に、根室地域の⾃治体と⽯油販売業者の双⽅が、同じ問題意識を持っている。

油槽所(釧路)から根室地域への主要道路は、
国道４４と国道２７２の２本。

国道４４で根室市街にアクセス
するには３００ｍ超の温根沼⼤
橋を渡る必要。

国道４４が不通の際、根
室市街へのアクセスは道
道１４２のみ。

根室に繋がる陸地幅
約２ｋｍ

(温根沼から太平洋まで)

（出典）Google（出典）北海道開発局、国⼟地理院

（出典）Google



【需要側】根室地域１市４町の重要施設数、世帯数、乗⽤⾞保有台数
重要施設数
（施設）

重要施設における燃料タンク容量（ＫＬ） 【参考】
世帯数

（世帯）

【参考】
乗⽤⾞保有台数

（台）灯油 軽油 重油 ガソリン

根室市 ２０ １１ ４ ７６ ０ １２，６６６ １６，０４５
別海町 ３８ １７ ９ ４１ ６，６８９ １１，１９９
中標津町 ３１ ７０ ２ １４８ ０ １１，２０１ １６，６１７
標津町 ７ １ ０ ３２ ２，４０１ ３，７２８
羅⾅町 ４ １ ０ ７ ２，１０１ ３，３００
合計 ９９ １００ １４ ３０４ ０ ３５，０５８ ５０，８８９

（出典元）
・根室モデルへの参画機関に対する調査結果（北海道経済産業局調べ）なお、端数処理をしているため、各項⽬の集計と合計欄は⼀致しない場合がある。
・重要施設数、タンクローリー台数、タンク容量、拠点数は、当局調べ。世帯数は、北海道（平成３１年住⺠基本台帳⼈⼝・世帯数（平成３１年１⽉１⽇現在））。
・乗⽤⾞保有台数は、北海道運輸局（市町村別保有⾞両数（平成３０年３⽉３１⽇現在）））を基に、 普通・⼩型・軽の合計。

【供給側】根室モデルへの参画事業者が保有するタンクローリー、燃料別タンク容量、拠点数
タンクローリー

（台）
灯油

（ＫＬ）
軽油

（ＫＬ）
重油

（ＫＬ）
ガソリン
(レギュラー)
（ＫＬ）

拠点数
(SS,配送拠点)

うち、停電時に
機能する拠点数
(設置予定含む)

根室市 ３２ ２，１５１ ５３７ １，０９９ ２１６ ２０ １１
別海町 ２１ １７５ １４０ ２０ １２３ １２ ９
中標津町 １２ ２５９ １７９ ６０ １３４ １５ ７
標津町 １２ １７５ １５１ ９５ ７０ ９ ７
羅⾅町 １０ １７０ １４５ １２０ ６９ ６ ５
合計 ８７ ２，９３０ １，１５２ １，３９４ ６１２ ６２ ３９
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ブラックアウトを想定しても
６割超の拠点で燃料供給が可能

域内に外数でハイオクガソリン
タンクが約２５０ＫＬ存在

域内全ての世帯に対して
約８０Ｌの供給が可能

【参考３】室地域における重要施設のタンク容量と事業者の供給⼒
〇根室地域においては需要を超える供給⼒があり、円滑な燃料供給が可能。〇根室地域においては需要を超える供給⼒があり、円滑な燃料供給が可能。



オレンジ：灯油、⻩：軽油、こげ茶：Ａ重油、⾚：ガソリン他（ガソリン⼜はＬＰＧ）
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根室市
中⼼部

別海町
中⼼部

標津町
中⼼部

中標津町
中⼼部

羅⾅町
中⼼部

油種別・⾃治体別、重要施設の業種と燃料タンク数量

＜留意事項＞
根室モデルにおける「重要施設」とは、従来の重要施設 (災

害拠点病院・庁舎・避難所等）のほか、⼩規模の上下⽔道や
⺠間の医療・福祉施設、へき地の⼩規模避難所など、⾃治体
が地域経済の維持や復旧・復興に必要と考えらえる施設も含
める。（出典）地理院地図（国⼟地理院）を基に当局作成

【参考４】根室モデルにおける重要施設の概略図
〇中⼼部から離れた場所にも重要施設が存在。
〇医療はＡ重油、会館は灯油、上下⽔道は軽油のタンクが多く、業種によって油種に差がある。
〇中⼼部から離れた場所にも重要施設が存在。
〇医療はＡ重油、会館は灯油、上下⽔道は軽油のタンクが多く、業種によって油種に差がある。

医療 介護・福祉 会館 教育 ⾏政 避難所等 上下⽔道 消防 介護・福祉 漁協

灯油 5 13 7 3 3 3 8 42 1 1 43
根室市 1 1 2 1 1 3
別海町 1 3 7 11 11
中標津町 4 13 6 3 26 26
標津町 1 1 1
羅⾅町 1 1 2 2

軽油 1 2 1 3 27 1 35 4 1 5 40
根室市 1 9 1 11 2 2 13

別海町 1 1 16 18 2 2 20

中標津町 1 1 2 4 4
標津町 1 1 1
羅⾅町 1 1 1 1 2

Ａ重油 5 1 1 1 5 5 2 20 6 1 7 27
根室市 1 1 3 5 3 3 8
別海町 1 1 1 1 2 6 1 1 7
中標津町 2 1 1 2 1 7 7
標津町 1 1 2 2 2 4
羅⾅町 1 1 1

ガソリン他 1 1 2 2 2
根室市 2 2 1
標津町 1 1 1

総計 6 8 15 8 11 4 35 11 98 13 2 15 113

私⽴ 集計 総計
公⽴ 私⽴

公⽴ 集計
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【参考５】根室モデルにおける具体的な燃料供給要請のスキーム

根
室
管
内

重
要
施
設

釧
根
地
⽅
⽯
油
業
協
同
組
合
所
属

根
室
管
内
⽯
油
販
売
業
者
等

(

根
室
モ
デ
ル
参
画
事
業
者)

施
設
ご
と
の
窓
⼝
事
業
者

①燃料供給要請

②燃料在庫量と
燃料枯渇時期を確認

③燃料を供給
②ʼ(⾃社対応不可)

協⼒を要請

③ʼ燃料を供給

◯住所や油種、タンク容量などの燃料供給に必要な情報は共有済みのため、燃料供給に必要な情報は現
在の燃料在庫量と燃料枯渇時期のみ。燃料枯渇前に重要施設へ燃料を供給。

◯被災等により、窓⼝事業者が対応できない場合には参画団体がバックアップ。
◯さらに、重要施設以外からの要請にも、可能な限り根室モデルにて対応。

◯住所や油種、タンク容量などの燃料供給に必要な情報は共有済みのため、燃料供給に必要な情報は現
在の燃料在庫量と燃料枯渇時期のみ。燃料枯渇前に重要施設へ燃料を供給。

◯被災等により、窓⼝事業者が対応できない場合には参画団体がバックアップ。
◯さらに、重要施設以外からの要請にも、可能な限り根室モデルにて対応。

その他の
施設 平時供給先

⾃治体①燃料供給の相談 ②燃料供給の相談。

③（重要施設への燃料供給を優先しつつ）燃料を供給
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【参考６】⽯油組合との災害時燃料供給協定締結や調達での配慮
〇当局では、官公需における中⼩⽯油販売業者に対する配慮に係る取組を推進〇当局では、官公需における中⼩⽯油販売業者に対する配慮に係る取組を推進


